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転勤に関する取扱い基準 

 

第 １ 条（目  的） 

本規程は、従業員の国内における転勤に関する取扱いについて定める。 

 

第 ２ 条（内  示） 

所属長より転勤について本人に話があった時点で内示となる。 

１．所属長は、社内通知書にて転勤者名、転勤先、転勤理由、転勤時期を明記の上、社長へ提出

する。 

２．社長が決裁承認を行なった後に、所属長が内示を行なう。 

３．内示後、所属長は、速やかに転勤についてのスケジュールを立て、転勤先所属長及び関係部

門と相談しながら準備をする。 

 

第 ３ 条（辞  令） 

１．原則、辞令は社長決裁承認後、速やかに総務人事センターにて発行し、本人が赴任する１週

間前までには所属長へ送付する。 

２．所属長は、辞令が届き次第、速やかに本人に渡すこと。 

 

第 ４ 条（転居先での住居） 

転勤に伴い、転居先での住居に関する取扱いは次の通りとし総務人事センター所長の承認を得る 

ものとする。 

１． 新住居の広さ、間取り等は、原則として現在の住居とほぼ同一とする。但し、単身赴任と   

なる場合は第１５条による。 

２．新住居地については、通勤便宜を考慮し、常識的な範囲とする。 

３．建物については、アパート、賃貸マンション、貸家等は問わない。 

４．金額については、その地域での標準額と大幅に違わない物件とする。 

５．駐車場代、火災保険、水道光熱費、電話設備及び使用料、備品、自治会費等はすべて本人負

担とする。 

６．火災保険の加入及び更新は必須とし、保険証の写しを総務人事センターに提出するものとす

る。※火災保険とは、家財保険（任意加入）と借家人賠償責任保険（必須加入）の総合保険

とする。 

７．上項を逸脱する住居を希望する場合には、個人契約とする。会社は社宅の扱いとはせず住居

に関して一切負担はしない。 

 

第 ５ 条（転居時の家賃補助） 

転勤に伴い、第４条により承認された住居を借家する場合の取扱いは次の通りとする。 

１．転居先の住居は借上社宅扱いとする。 
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２．新住居の仲介手数料・礼金・敷金・保証金・鍵交換費用・入居時消毒清掃 

費用等については、会社負担とする。 

３．転居するにあたり、新勤務地で発生する家賃（共益費を含む）の個人負担額が、前勤務地で

負担していた家賃（共益費を含む）の個人負担額より、増加した場合、家賃補助を行なう。 

(1)家賃補助額は次の算式により算出した金額を３年間補助することと 

本人負担分は毎月給与より控除する。ただし補助額は、１年経過する度に３分の１ずつ減

額することとする。 

｛（新家賃（共益費を含む） －（転居前の家賃（共益費を含む）｝ 

(2)退去時の補修費は、経年劣化の場合は会社負担とするが、本人の過失が明らかな場合は 

本人に請求する。 

(3)自宅・親元などの本人負担家賃は、会社が設定するみなし家賃（５万円）とし、本(1) 

  の計算式により補助額を決定する。 

   ４．寮扱いの者は転居先においても寮扱いを継続する。 

 

第 ６ 条（転居先での住居探しの取扱い） 

転勤に伴い、転居先での住居探しに関する取扱いは次の通りとする。 

１.回数 

(1)宿泊を伴う場合は１回１泊２日以内とする。又、宿泊を伴わない場合は２日以内とする。 

(2)妻帯者の場合は、家族同伴を認める。この場合は交通費、宿泊費の実費を精算する。 

(3)上記(1)の範囲内で新住居が決定しない場合、所属長に事前申請をして許可をとること。 

２.勤怠の扱いについて 

(1)出勤扱いとする。（定時時間を越えても時間外、残業扱いにはしない。） 

(2)但し、会社休日に行く場合でも、休日出勤扱いにはしない。 

３.精算について 

(1)交通費及び宿泊費の実費を精算する。妻、子供を同伴する場合は、その実費分も精算 

  する。宿泊費はホテル等の領収書を必ず添付して精算する。 

(2)日当、早朝手当、深夜手当、休日割増等は支給しない。 

(3)四半期毎に決算を実施しているため、９月末、１２月末、３月末、６月末は費用発生に注

意を払い、その発生月に精算する。（１２月分は１２月中に、また１月に発生した分は１

月中に精算する。） 

(4)住居探しの精算については異動元（前勤務地）部署が負担する事とし、精算伝票作成の 

  際は異動元負担にて作成すること。 

 

第 ７ 条（転居先での住居の契約） 

転勤に伴い、転居先での住居の契約に関する取扱いは次の通りとする。 

１．物件仲介業者は、会社指定の業者を使用する。 

２．希望の物件が見つかったら、直ちに所属長へ物件の情報（間取り、所在地、敷金、礼金、仲
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介手数料、家賃等記載のもの）を提出する。 

３．所属長にて確認し、総務人事センター所長へ提出し承認を得る。 

４．契約は、基本的には法人契約とするが、駐車場、火災保険、水道光熱費等、個人負担となる 

項目について当初から個人契約できるものについては個人契約とする。 

 

第 ８ 条（引越しについて） 

転勤に伴い、転居先への引越しに関する取扱いは次の通りとする。 

１．引越し日を決め、所属長の承認を得る。 

２．法人契約を締結している引越業者他から合見積書を取る。尚、最終的な価格交渉については 

所属長が行ない総務人事センター所長が決定する。 

(1)搬出、輸送、搬入、セッティングまでとし、荷造り、荷解き、清掃等は各自で行なう。 

(2)マイカーやオートバイを陸送する場合、ピアノを専門業者に依頼する場合、大型家電（エ 

  アコン・洗濯機等）の取付け・取外しを行なう場合等、特別な扱いとなるものは事前に 

  総務人事センター所長の承認を得る。 

(3)ペットの輸送は本人負担とする。 

   ３．転勤に伴う引越し費用の負担については異動元（前勤務地）部署が負担する事とし、異動先 

（新勤務地）部署は、新居の初期入居費用等を負担する事とする。 

 

第 ９ 条（現在の借上社宅の解約について） 

転勤に伴い、現在の借上社宅の解約に関する取扱いは次の通りとする。 

１．引越し日（解約日）を速やかに所属長に報告する。 

２．解約日までに入居者本人にて電気、ガス、水道の解約手続きを行なう。 

３．解約に伴う、賃貸人との退去立会いは、所属長か入居者本人で行なう。 

４．退去立会い後、業者より原状回復見積書が到着した時点で、所属長が最終確認を行ない、総

務人事センターへ送付する。 

５．本人の重大な過失による損料や修繕費、鍵紛失、ガラス窓、壁等の破損は本人負担とする。 

６．本人退去後から、退去立会い日まで発生する家賃については会社負担とする。 

 

第１ ０ 条（辞令受理後の本拠の扱いと出張精算について） 

転勤による辞令発令日において、本人の所属が変更となるが、業務の都合上、前所属部署との行

き来する事が生じた場合は次の通りとする。 

１．転居が完了した時点で赴任先を本拠とし業務引継ぎ等で前部署へ行く場合は出張扱いとし、

正規の出張精算とする。 

２．転居が完了していない場合は、前部署を本拠とし、新部署へ行く場合は出張扱いとし、正規

の出張精算をする。 

 

第１ １ 条（赴任旅費） 
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１．旅費規程 第４章赴任旅費に基づき処理をする。 

２．原則として精算は、辞令発令日の当月精算となるがもし前月に赴任した場合は赴任した月に

精算する。 

 

第１ ２ 条（赴任手当） 

１．総務人事センターにて赴任手当を計算し、発令日の該当する給与に加算する。止むを得ず事

前に現金が必要な場合は、所属長の許可を得て仮払いにて出金することを認める。 

２．赴任手当は所得税の課税対象のため、給与計算において所得税計算を行ない、本人の給与よ

り源泉する。 

 

第１ ３ 条（赴任休暇） 

引越作業、移動、届出手続き等の赴任に関わる事由において休暇を取得する場合は、就業規則に

基づき下記日数については有給扱いとする。 

単身赴任者 ４日以内 

家族同伴者 ６日以内 

 

第１ ４ 条（会社補助の打切り） 

次に該当する場合は会社補助を打切る。 

１．合理的な理由なく、個人都合で転居した場合。 

２．転居先で自宅を取得した場合。 

３．故意に不正な申請を行った場合。 

 

第１ ５ 条（単身赴任） 

転勤に際しては、家族帯同赴任を原則とするが、家族の病気、子女の進学等の特別事由により、

単身赴任となる場合には次の通りの取り扱いとする。但し、赴任前の住居において世帯主

であり、配偶者または扶養親族のいるものに限る。 

１． 単身赴任（および単身赴任解除）を希望する場合は社内通知書にて総務人事センター所長宛

に申請するものとする。 

２． 単身赴任の対象者は半年以上の別居期間を予定しているものとする。 

３． 赴任先の住居は借上社宅とし、原則として４０㎡未満とし総務人事センター所長の承認を得

るものとする。 

４． 家賃（賃料＋共益費）の１０％を本人負担分とし、毎月給与天引きにて会社に支払う。 

５． 単身赴任手当として、一律４０，０００円／月を毎月給与に加算して支給する。基準日は各

月末とし、翌月給与から支給、または打ち切る。 

６． 年度に１２回自宅へ帰ることを認める。詳細については、「単身赴任者の一時帰宅制度の取

扱いについて(MHR10-0330-70020)」に記載するので確認の上、運用すること。 
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（附  則） 

本規程は２０１１年４月１日より実施する。 

 

 

 

 

改訂来歴 

日付 改訂番号  理由  作成 承認 

2017/01/19 -01 
文書番号体系の見直しにより、旧文書番号 UHR10-0330-20057-01 を変更

し、新規発行した。 
立川 弘 小林 貴人 

取締役会 

2017/05/25 -02 
人事給与制度改革により改訂した。第１５条（単身赴任）を追加した。

本改訂は２０１７年７月１日より適用する。 
小林 貴人 小林 貴人 

取締役会 

2018/3/23 -03 
第２条（内示） 

本文で取締役会決定事項を削除。 

１項で内示後を削除し、所属長が社長に社内通知を提出に変更。 

２項で社長が決裁承認する旨を追加 

３項（旧２項）で担当取締役を関係部門へ変更。 

第３条（辞令） 

 １項で原則を追加し取締役会決定から社長決裁承認へ変更。 

第４条（転居先での住居） 

 本文で総務人事センター所長の承認を得ることを追加。 

 １項で単身赴任となる場合は第１５条によるを追記。 

６項で原文を削除し、上項を逸脱する住居を希望する場合には、個人

契約とし会社は費用を負担しない旨に変更。 

第５条（転居時の家賃補助） 

 本文で転居先を第４条により承認された住居と変更。 

２項に３項を併合し、鍵交換費用や入居時清掃消毒等を追記。 

３項及び４項を削除 

５項を３項に変更し、（１）計算式から廃止された手当を除く。 

４項として寮扱いの者について追記。 

第６条（転居先での住居探しの取扱い 

 ３項（４）を追記。 

第７条（転居先での住居の契約） 

 ３項で総務人センター所長へ提出し承認を得ることを追記。 

第８条（引越について） 

 ２項でアートコーポレーション株式会社を引越業者等へ変更。 

３項を追記。 

第９条（現在の借上社宅の解約について 

 １項で文章を簡潔にした。 

 ２項で鍵の返却について削除 

 ３項で入居人本人が可能な場合ではなくて、立会うことに変更。 

第１０条（辞令受理後の・・・） 

 移転を転居と表現変更。 

第１３条（赴任休暇） 

文章を新たに記載し、日数に「以内」を追記。 

第１５条（単身赴任） 

 本文を簡潔に変更。 

３項で住居の広さを５０㎡未満から４０㎡へ変更し総務人事 

センター所長の承認を追記。 

田中 泉 田中 泉 

取締役会 
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５項で実態に合わせ２０日から月末へ変更、当月給与から 

翌月給与へ変更 

６項自宅帰宅を出来るから認めるへ表現変更。 

本改定は、２０１８年４月１日より適用する。 

2020/07/17 -04 
第８条（引越しについて） 

(2)マイカーやオートバイを陸送する場合、ピアノを専門業者に依頼する

場合、「大型家電の取付け・取外しを行なう場合等、」という文言を追

加した。 

第９条（現在の借上社宅の解約について） 

３．解約に伴う、賃貸人との退去立会いは、所属長とか入居者本人で行

なう。 退去立会は所属長か入居者本人、どちらかにて行なう旨へ変更

する。 

杉山由香里 田中 泉 

取締役会 

2021/04/09 -05 
第４条（転居先での住居） 

６．火災保険の加入及び更新は必須とし、保険証の写しを総務人事セン

ターに提出するものとする。※火災保険とは、家財保険（任意加入）と

借家人賠償責任保険（必須加入）の総合保険とする。 

火災保険必須加入の文言を追加した。 

第８条（引越しについて） 

大型家電については（エアコン・洗濯機等）を追加した。 

杉山由香里 田中 泉 

 

2021/9/30 -01 
文書番号体系の見直しにより、旧文書番号 

UHR10-0330-70024-05 を MHR 版に修正し、新規発行。 
柳原伸一 右田耕一 

 

 


